
鳥取市アスベスト撤去支援事業補助金交付要綱

（ 趣旨）

第１条 この要綱は、鳥取市アスベスト撤去支援事業補助金（ 以下「 本補助金」 という。）

の交付について、鳥取市補助金等交付規則（ 昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「 規則」

という。） に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（ 定義）

第２条 この要綱における用語の意義は、建築基準法（ 昭和２５年法律第２０１号。以下

「 法」 という。） に定めるもののほか、次に掲げるところによる。

（ １） アスベスト等 建築物に使用された吹付けアスベスト及びアスベスト含有吹付け

ロックウール（ その含有するアスベストの重量が当該ロックウールの重量の０．１パー

セントを超えるものに限る。） をいう。

（ ２）アスベスト等の除去等 建築物に使用されたアスベスト等の除去（ 建築物の解体時

に伴う除去を含む。） 、封じ込め又は囲い込みの工事をいう。

（ ３） アスベスト等の調査 建築物に使用されているおそれのあるアスベスト等の含有

の有無に関する調査をいう。

（ ４） アスベスト調査台帳 「 民間建築物における今後のアスベスト対策について」（ 平

成２９年６月２２日付け国住指第８１０号） により鳥取市が整備するアスベスト調査

台帳をいう。

（ 交付目的）

第３条 本補助金は、アスベスト等の除去等及びアスベスト等の調査により、継続して建築

物を利用する市民の健康被害の防止及び生活環境の保全に資することを目的として交付

する。

（ 対象となる建築物の要件）

第４条 本補助金の対象となる建築物は、次に掲げる要件のすべてに該当するものとする。

ただし、学校等の施設については、国による他の補助制度の対象とならないものに限る。

（ １） アスベスト等が使用された建築物又はアスベスト等が使用されているおそれのあ

る建築物であること。

（ ２）交付申請時において、法第９条第１項に基づき特定行政庁から措置を命じられてい

ないこと。

（ ３） 含有調査においては、アスベスト調査台帳に記載された建築物であること。

（ 補助対象者）

第５条 本補助金の交付の対象となる者は、アスベスト等の除去等又はアスベスト等の調

査を行う建築物の所有者とする。



（ 補助対象経費）

第６条 本補助金の交付の対象となる経費（ 以下「 補助対象経費」 という。） は、アスベス

ト等の除去等に要する経費又はアスベスト等の調査に要する経費とする。

（ 補助金の算定等）

第７条 本補助金は、次の各号に掲げる区分に応じて予算の範囲内で交付する。

（ １）アスベスト等の除去等 １棟あたりの補助対象経費（ 最高限度額を２，０００万円

とする。）に３分の２を乗じて得た額（ １，０００円未満の端数は、これを切り上げる。）

（ ２） アスベスト等の調査 １棟あたりの補助対象経費に１０分の１０を乗じて得た額

（ １，０００円未満の端数は、切り捨てる。） 又は２５万円のいずれか低い額

（ 交付申請）

第８条 本補助金の交付の申請をしようとする者は、規則第４条の規定により、補助金交付

申請書を市長が別に定める日までに、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければな

らない。

（ １） 規則第４条第１号の事業計画書（ 様式第１号）

（ ２） 規則第４条第２号の収支予算書（ 様式第２号）

（ ３） その他市長が必要と認める書類

２ 前項に規定する申請をするに当たって、本補助金に係る消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額（ 補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法

（ 昭和６３年法律第１０８号） の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額及び当該金額に地方税法（ 昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税

の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金

額をいう。以下「 消費税等仕入控除税額」 という。） に相当する額を減額して申請しなけ

ればならない。ただし、本補助金の交付の申請時において当該消費税等仕入控除税額が明

らかでないものについては、この限りでない。

（ 承認を要しない変更）

第９条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。

（ １） 本補助金の増額

（ ２） 本補助金の２割を超える減額

（ 着手届を要しない場合）

第１０条 規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号

に規定する補助事業以外のすべての補助事業に係る場合とする。



（ 実績報告）

第１１条 補助事業が完了したときは、規則第１２条の規定による補助事業等実績報告書

を、補助事業完了後１か月を経過する日又は本補助金の交付の決定があった日の属する

年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。

（ １） 規則第１２条第１号に定める事業報告書（ 様式第１号）

（ ２） 規則第１２条第２号に定める収支決算書（ 様式第２号）

２  前項に規定する実績報告書を提出するに当たって、消費税等仕入控除税額が明らかな

場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。

（ 消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１２条 補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により消費税等仕入控除税

額が確定した場合には、速やかに消費税等仕入控除税額確定報告書（ 様式第３号）を市長

に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の報告書の提出があった場合には、消費税等仕入控除税額の全部又は一部

の返還を命ずることができる。

（ 雑則）

第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、都市整備部長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成２１年５月１４日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。


